
 

放送分野における情報アクセシビリティに関する指針 
（平成 30年２月７日策定） 

１ 字幕放送（※１） 
 

普及目標の対象  
目標 備考 

放送時間 放送番組 

NHK 

６時から 
25時までの
うち連続し
た 18時間 
 
大規模災害
等が発生し
た場合は、
この時間帯
に関わら
ず、できる
限り速やか
に対応 

字幕付与可能
な全ての放送
番組 
 
「字幕付与可
能 な 放送 番
組」とは、次
に掲げる放送
番組を除く全
ての放送番組 
① 技術的に
字幕を付す
ことができ
ない放送番
組（例：現
在のところ
複数人が同
時に会話を
行う生放送
番組） 

② 外国語の
番組 

③ 大部分が
器楽演奏の
音楽番組 

④ 権利処理
上の理由等
により字幕
を付すこと
ができない
放送番組 

 

・ 対象の放送番組
の全てに字幕付与
（※２） 

・ 教育放送及び
BS1について
は、できる限り
目標に近づくよ
う字幕付与 

・ BSプレミア
ムについては、
対象の放送番組
の全てに字幕付
与（※２） 

地上系民放 
（県域局以外） 

・ 対象の放送番組
の全てに字幕付与
（※２） 

 

（県域局） ・ 2027年度まで
に対象の放送番組
の 80％以上に字
幕付与。できる限
り、対象の全てに
字幕付与 

・ 独立 U局につ
いては、できる
限り多くの番組
に字幕付与 

放送衛星による
放送 
（NHKの放送を
除く） 

・ 2027年度まで
に対象の放送番組
の 50％以上に字
幕付与。できる限
り、対象の全てに
字幕付与 

・ 当面は、でき
る限り多くの放送
番組に字幕付与 

・ 2000年度に
放送を開始した
総合放送を行う
事業者以外の放
送事業者につい
ては、2027 年度
までに、できる
限り対象の全て
に字幕付与 

通信衛星による
放送 
有線テレビジョ
ン放送 

・ 2027年度まで
に対象の放送番組
の 50％以上に字
幕付与。できる限
り、対象の全てに
字幕付与 

・ 当面は、でき
る限り多くの放送
番組に字幕付与 

・ 2000年度に
放送を開始した
総合放送を行う
事業者以外の放
送事業者につい
ては、2027 年度
までに、できる
限り対象の全て
に字幕付与 

※１ 字幕放送には、データ放送やオープンキャプションにより番組の大部分を説明して

いる場合を含む 

※２ 7時から 24時以外の 1時間については、2022年度までに対象の放送番組の全てに字

幕付与 

（参考９） 



２ 解説放送（※３） 
 

普及目標の対象  

目標 備考 
放送時間 放送番組 

NHK 

7時から 

 24時 

権利処理上の理
由等により解説
を付すことがで
きない放送番組
を除く全ての放
送番組 

「権利処理上の
理由等により解
説を付すことが
できない放送番
組」とは次に掲
げる放送番組 

①  権利処理上
の理由によ
り解説を付
すことがで
きない放送
番組 

② ２か国語放
送や副音声な
ど２以上の音
声を使用して
いる放送番組 

③ ５.1ｃｈサ
ラウンド放送
番組 

④ 主音声に付
与する隙間の
ない放送番組 

・ 2027 年度
までに対象の
放 送 番組 の
15％以上（※
４）に解説付
与 

・ 教育放送に
ついては、
2027年度まで
に対象の放送
番組の 20％以
上（※５）に
解説付与 

・ 放送衛星に
よる放送につ
いては、でき
る限り目標に
近づくよう解
説付与 

地上系民放 
（県域局以
外） 

・ 2027 年度
までに対象の
放 送 番組 の
15％以上（※
４）に解説付
与 

 

（県域局） ・ 2027 年度
までに対象の
放 送 番組 の
10％以上に解
説付与に努め
る 

・ 独立 U局に
ついては、で
きる限り多く
の番組に解説
付与 

放送衛星に
よる放送 
（NHKの放送
を除く）  

・ 2027年度
までに対象の
放送番組の
5％以上に解
説付与に努め
る 

・ 2000年度に
放送を開始し
た総合放送を
行う事業者以
外の放送事業
者について
は、できる限
り目標に近づ
くよう解説付
与 

通信衛星に
よる放送 
有線テレビ
ジョン放送  

・ 当面は、
できる限り多
くの放送番組
に解説付与 

 

※３ 大規模災害時等にチャイム音とともに緊急・臨時に文字スーパーを送出する場合、で

きる限り読み上げる等により音声で伝えるよう努めるものとする 

※４ 2022 年度までに対象の放送番組の 13.5％以上に解説付与 

※５  2022 年度までに対象の放送番組の 19％以上に解説付与 

 

 

３ 手話放送 

NHK（放送衛星による放送を除く）及び地上系民放（県域局を除く）については、 2027

年度までに平均 15分／週以上に手話付与。 


